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2本資料の概要

○ 第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）で、2021年より市場取引を開始する三次調整力②
については、広域機関における市場設計に関する検討を完了し、市場運営者である一般送配電事業者にて
市場開設に向けた準備を進めることとなった。

○ これを受けて一般送配電事業者にて、10社共通の取引規程（2021年に取引開始する三次調整力②を
対象）を策定し、9月5日、9月12日に需給調整市場の参入事業者向け説明会を開催するとともに、参入
予定事業者から広く意見を募集した。

○ このたび、意見募集の結果および意見を踏まえ取引規程に反映すべき事項等について整理した。

【スケジュール】
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3１ 需給調整市場の取引規程・説明会の概要

○ 需給調整市場で調整力を取引するにあたっては、一般送配電事業者が「取引規程」を定め、これに基
づき「属地TSOー調整力提供者間」で個別に契約を締結することとされた。

○ 「取引規程」には、目的、応札、約定、受渡、アセスメント、ペナルティ等、取引に係る一般的なルールを
定めることとされた。

第12回需給調整市場検討小委員会
（2019.6.27） 資料3-2より抜粋



4１ 需給調整市場の取引規程・説明会の概要

○ 需給調整市場検討小委員会の議論を踏まえ、取引規程に以下の事項を定め、説明会および意見
募集を行った。

第１章 総則 第４章 取引の実施 第１０章 精算
第１条（目的） 第25条（取引） 第42条（電力量の計量）

第２条（定義） 第26条（取引対象のΔｋＷ） 第43条（調整電力量の算定）
第３条（休業日・営業日および営業時間） 第27条（取引の実施方法） 第44条（料金の算定期間）

第２章 取引共通 第28条（実施日） 第45条（決済の対象）
第４条（取引会員資格） 第29条（ΔｋＷの入札単位） 第46条（支払義務の発生）

第５条（資産上の要件） 第30条（入札受付時間） 第47条（事業税相当額）
第６条（欠格事由） 第５章 入札 第48条（消費税等相当額）
第７条（加入手続） 第31条（入札方法等） 第49条（単位および端数処理）

第８条（審査手続および取引会員資格の取得） 第６章 約定処理 第50条（料金等の授受）

第９条（任意脱退） 第32条（約定） 第１１章 違約処理

第10条（当然脱退） 第33条（約定の通知） 第51条（違約処理）
第11条（脱退の効果） 第34条（計画等の提出） 第52条（取引停止）
第12条（取引資格） 第７章 調整の実施 第53条（違約者の入札の扱い）

第13条（リソース等が満たすべき要件） 第35条（調整の実施の原則） 第１２章 雑則

第14条（電力制御セキュリティの確認） 第36条（約定した発電機または需要家リスト・パターンの差替え） 第54条（知的財産権の取扱い）

第15条（システム売買方式による取引等） 第37条（発電機または需要家リスト・パターンにおけるトラブル対応） 第55条（取引情報の機密保持）

第16条（禁止行為） 第38条（ΔｋＷの供出協力） 第56条（掲示事項）

第17条（需給調整市場システムへのデータ登録） 第８章 アセスメント 第57条（市況の報告）

第18条（調整電力量料金に適用する単価の登録） 第39条（アセスメント） 第58条（システム障害の特例措置）

第19条（需要家リスト・パターンの登録） 第９章 ペナルティ 第59条（市場運営者の免責）
第20条（規程類の遵守） 第40条（ペナルティ） 第60条（臨機の処置）
第３章 事前審査 第41条（アセスメント要件不適合時の対応） 第61条（言語）

第21条（性能確認） 第62条（改定）
第22条（確認項目） 第１３章 売買手数料
第23条（性能データに関わる提出資料） 第63条（売買手数料）

第24条（実働試験の実施方法）

（参考）第12章に(反社会的勢力の排除)の条項を追加予定



5１ 需給調整市場の取引規程・説明会の概要

○ 開催日時・場所
（１）東 京※ 2019年9月 5日（木）①10:30～13:30、②14:30～17:30
（２）名古屋 2019年9月12日（木） 12:00～15:00

※ 参加申込が多かったため、東京会場は午前、午後の2回開催とした

○ 説明内容 需給調整市場の概要・商品要件
説明会資料の位置付けと契約体系
市場参入要件
具体的な方法と注意事項
事前準備が必要な内容
需給調整市場システムの取扱 など

○ 参加者数 合計280名
東京 ①90名（48事業者）②101名（52事業者）、名古屋：89名（43事業者）

説明会（名古屋会場）の様子

【説明会の概要】



6（参考）需給調整市場の取引規程の体系

需給調整市場説明会資料より抜粋

○ 需給調整市場で調整力を取引するにあたっては、取引に係る一般的なルール等を一般送配電事業者
が「取引規程」で定め、市場参加者はこれを遵守することを宣誓して取引会員になるとともに、取引会員
が保有する電源等が立地するエリア（属地）のTSOと個別に「需給調整市場に関する契約書」、「覚
書」および「運用申合書」を締結。

○ 9月に実施した説明会資料のうち、参入要件や取引に関する内容は「取引ガイド」として、取引規程と
契約書の内容を横断的に説明している。

【取引規程の体系】



72 意見募集の概要

○ 意見募集期間 ：2019年9月5日～10月4日（30日間）

○ 意見募集対象 ：取引規程、取引ガイド、業務フロー、様式集、需給調整市場に関する契約書

○ 実施方法 ：

○ 意見提出件数 ：297件（21事業者）

＜意見提出事業者の属性＞＜意見対象＞

関西電力のホームページにて意見を募集し、専用意見提出フォーマットにて意見を受領
（関西以外の一送および広域機関ホームページからも関西ホームページ意見募集へ誘導するページを公開）

合計297件

DR事業者11社 149件( 50%)
発電事業者8社 140件( 47%)
その他2社 8件( 3%)
合 計 297件(100%)

合計21事業者

事業者ごとの意見提出件数内訳



8

＜意見項目＞＜意見分類＞

２ 意見募集の概要

合計297件 合計297件



9

○ 提出意見を、「要望」、「質問・確認」、「説明資料等における記載漏れ、説明不足に起因する意見」（記載漏れ、
説明不足）に分類した結果、それぞれ、82件、157件、58件となった。

○ 「質問・確認」、「記載漏れ、説明不足」については、取引規程等の記載をわかりやすく改善するなど、必要な修正を
行った上で回答を公表することによって、参加事業者の理解促進を図ることとする。

○ 「要望」については、これまでに整理された制度設計の趣旨に適合し、運用上の支障も想定されないものは、意見を
踏まえて取引規程等に反映する。それ以外については、反映できない理由を付して回答を公表することとする。

○ 本資料においては、「類似意見の多かったもの」と「広く周知すべきもの」の内容を取り上げるとともに、いただいた要望
のうち、要望に沿えないものについての見解を明らかにした。

○ 最終的に、提出いただいた意見297件のすべてに対して、ホームページ上に回答を公表する。

3 いただいた意見への対応方針

合計297件
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（余 白）



114-1 主な要望、質問・確認事項と対応方針案①

主な要望、質問・確認 対応方針案

入札時の最小供出可能量が、指令量の最小値となる
か確認したい。(3件)

「最小供出可能量」とは約定可能な最低ΔkWのことであり、指令量の最
小値ではないことを説明する（最小供出可能量以下も指令の範囲とな
る）。また誤解が生じないよう、「最小供出可能量」を「最小約定希望量」
へ用語修正する。（5-1詳細①）

広域機関へ提出する発電計画について、提供期間は
「調整電源」、提供期間外は「非調整電源」とするのか
確認したい。(3件)

取引会員には、約定の有無に関わらず一律「調整電源」と発電計画を
提出していただき、一般送配電事業者が約定結果等に基づき「調整／
非調整」を仕分ける。（5-2詳細②）

精算額内訳書では、ペナルティ料金等の算定根拠を詳
細に提示してほしい。(2件)

系統コードごとに指令値および供出電力その他、算定にかかる諸元を
電子データ(csv形式)で通知。（6-1詳細①）

ペナルティ緩和の「系統起因による出力抑制等」につい
て、取引会員からの申し出は省略したい。省略できない
場合も、出力抑制の実績データを提供してほしい。
(4件)

出力抑制量は事業者単位で通知しているため、一般送配電事業者で
対象ユニットの出力抑制量を把握できない。したがって、取引会員にて出
力抑制の実績データを準備し、お申し出いただくことでペナルティの緩和に対
応する。（6-2詳細②）

「系統起因による出力抑制等」が発生する通知タイミン
グを、「入札受付時点」に変更してほしい。また様式を
定めて通知してほしい。 (5件)

・「入札受付開始時点」に早める。
・全国大での様式統一について検討する。（6-3詳細③）

○ いただいた意見のうち、類似意見が多かったもの、広く周知が必要と考えられるものは以下のとおり。それぞれの内
容は後述する。



124-2 主な要望、質問・確認事項と対応方針案②

主な要望、質問・確認 対応方針案

系統起因による出力抑制について、実績が事前通知
より増えた場合のペナルティについて確認したい。 (2件)

取引会員と属地TSOの双方に予見性が無いことを前提に、ペナルティは
1.0倍を適用する。（6-4詳細④）

電源等トラブル時の代替不可申請を書面もしくはシス
テム登録のどちらかにしてほしい。(2件)

書面での供出不可理由届出と、システムでの代替不可申請は、両者の
必要性が異なるため、規程どおり両方とも提出・登録いただくこととする。
ただし、「ΔkW約定量供出不可理由届出書」については、提供期間の
開始時刻「1時間前まで」に提出いただく必要性はないと判断したため、「速
やかに提出いただく」に取引規程を修正する。（6-5詳細⑤）

事前審査時の需要バランシンググループ情報の提出は、
小売電気事業者は必ずしも情報を取得できるとは限ら
ないため、必須としない方がよいのではないか。(3件)

代表契約者制度を採用している事業者さまの影響も配慮し、基準値の
作成単位を需要バランシンググループ単位から小売電気事業者単位に変
更する。（7詳細①）

試験成績書や実働試験を極力簡略化していただきた
い。(2件)

需給調整市場への参入にあたっては、商品の要件（応動時間や継続時
間）を満たしていることを確認する必要があり、取引規程に示す性能確認
は重要な手続きであることをご理解いただく。
事前審査（性能データ確認・実働試験）時に、個々の需要リソースの
供出可能量を確認した場合は、当該需要リソースを組み合わせたパターン
について実働試験が省略できる旨を回答する。（8詳細①）

一般公衆へ報告の禁止条項を見直してほしい。(1件) 需給調整市場全体の取引状況の報告については市場運営者が行うが、
既に公表されている情報を活用する場合等、市場運営者が認める場合に
は取引会員による報告も可能とするよう、規程を修正する。(9詳細①）



135-1 入札・約定・応動に関する意見詳細①

現行案 取引規程（入札方法等）

第31条 取引会員は，第30条（入札受付時間）に定める入札受付時間内に，供出を希望する実需給日の商品ブロックごとに，
系統コード，需要家リスト・パターン番号（需要リソースを用いる場合に限る），約定希望ΔｋＷ，約定可能な最低ΔｋＷ
（以下，「最小供出可能量」という）および30分あたりの単価を需給調整市場システムに登録する。単価の単位は，円/キロワットと
し，銭単位まで登録する。（以下、省略）

【質問・確認】 入札時の最小供出可能量が、指令量の最小値となるか確認したい。（3件）

対応方針案（取引規程・ガイドの見直し）

「最小供出可能量」とは、部分約定可能な最低ΔkWのことであり、
指令量の最小値ではないことを説明する。（最小供出可能量
以下も指令量の範囲となる）
誤解が生じないよう、「最小供出可能量」を「最小約定希望量」
へ用語修正する。

部分約定のイメージ
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現行案 取引ガイド（精算） P.108

提供期間の各30分コマにおいて、各リソースは属地TSOの託送供給等約款における”調整電源”または”調整負荷”として扱います。

【質問・確認】 広域機関へ提出する発電計画について、
提供期間は「調整電源」、提供期間外は「非調整電源」とするのか確認したい。（3件）

対応方針案（取引ガイドの見直し）

取引会員には、約定の有無に関わらず、一律「調整電源」として広域機関へ発電計画を提出していただいた上で、
一般送配電事業者にて、約定結果等に基づき、調整／非調整の仕分けを行うことを追記する。

5-2 入札・約定・応動に関する意見詳細②



156-1 アセスメント・ペナルティに関する意見詳細①

現行案 取引ガイド（アセスメント）P.100

○ アセスメントⅡは、提供期間の30分コマごとに、リソースの供出電力が許容範囲内であれば要件適合、許容範囲を逸脱していれば
要件不適合とします。

【要望】 精算額内訳書では、ペナルティ料金等の算定根拠を詳細に提示してほしい。(2件)

対応方針案（意見回答）

ご意見を踏まえ、系統コードごとに指令値および供出電力その他、算定にかかる諸元を電子データ(csv形式)で通知
予定である旨を周知する。



166-2 アセスメント・ペナルティに関する意見詳細②

現行案 取引規程（ペナルティ）

第40条 (中略)
２ (中略)不適合の原因が，取引会員および属地エリアの一般送配電事業者の双方に予見性が無い系統起因による出力抑制等
が行われたものである場合で，属地エリアの一般送配電事業者が取引会員から書面により申し出を受け付けたときは，以下の各号
のすべてが認められる場合に限り，当該30分コマのペナルティペナルティ料金Ⅰおよびペナルティ料金Ⅱの算定上，倍率を1.0倍とし，
(中略)不適合回数について，対象外とする。

【要望】 ペナルティ緩和の「系統起因による出力抑制等」について、取引会員からの申し出は省略したい。
省略できない場合も、出力抑制の実績データを提供してほしい。 (4件)

対応方針案（意見回答）

アセスメントは発電機および需要家リスト・パターン単位で行うが、事業者単位で出力抑制量を通知しているため、
一般送配電事業者で対象ユニットの出力抑制量を把握することはできない。したがって、取引会員にて出力抑制の実
績データを準備し、お申し出いただくことでペナルティの緩和に対応する。



176-3 アセスメント・ペナルティに関する意見詳細③

現行案 取引規程 （ペナルティ）

第40条 (中略)
２ (中略)不適合の原因が，取引会員および属地エリアの一般送配電事業者の双方に予見性が無い系統起因による出力抑制
等が行われたものである場合で，属地エリアの一般送配電事業者が取引会員から書面により申し出を受け付けたときは，以下の
各号のすべてが認められる場合に限り，当該30分コマのペナルティペナルティ料金Ⅰおよびペナルティ料金Ⅱの算定上，倍率を1.0
倍とし，(中略)不適合回数について，対象外とする。

(1) 出力抑制等の発生タイミングに関係なく，取引会員が前日の入札締切時点の段階で，系統起因による出力抑制等が属地
エリアの一般送配電事業者からリソースへ通知されていない場合

【要望】 ペナルティ緩和の「系統起因による出力抑制等」の通知タイミングを、「入札受付時点」に変更
してほしい。また様式を定めて通知してほしい。 (5件)

対応方針案（取引規程・ガイドの見直し）

・「入札受付開始時点」に早める。
・全国大での様式統一について検討する。



186-4 アセスメント・ペナルティに関する意見詳細④

現行案 取引規程 （ペナルティ）

第40条 (中略)
２ (中略)不適合の原因が，取引会員および属地エリアの一般送配電事業者の双方に予見性が無い系統起因による出力抑制
等が行われたものである場合で，属地エリアの一般送配電事業者が取引会員から書面により申し出を受け付けたときは，以下の
各号のすべてが認められる場合に限り，当該30分コマのペナルティペナルティ料金Ⅰおよびペナルティ料金Ⅱの算定上，倍率を
1.0倍とし， (中略)不適合回数について，対象外とする。

(1) 出力抑制等の発生タイミングに関係なく，取引会員が前日の入札締切時点の段階で，系統起因による出力抑制等が属地
エリアの一般送配電事業者からリソースへ通知されていない場合

【質問・確認】 系統起因による出力抑制について、実績（の抑制量）が事前通知（の抑制量）より増えた
場合のペナルティについて確認したい。 (2件)

対応方針案（意見回答）

取引会員と属地TSOの双方に予見性が無いことを前提に、ペナルティは1.0倍を適用する。



196-5 アセスメント・ペナルティに関する意見詳細⑤

【要望】 電源等トラブル時の代替不可申請を書面もしくはシステム登録のどちらかにしてほしい。(2件)

現行案 取引規程 （トラブル対応）

第37条 取引会員が約定した発電機または需要家リスト・パターンが，提供期間の開始時刻の１時間前までの間に，ΔｋＷ約定量を
供出できなくなった場合の対応は以下のとおりとする。
(中略)

(2) 取引会員は，ΔｋＷ約定量を供出できなくなった発電機または需要家リスト・パターンについて，供出できなくなった理由を所定の
様式にて属地エリアの一般送配電事業者に提出する。

(3) 取引会員は，(1)の再登録ができない場合または再登録した発電機または需要家リスト・パターンがΔｋＷ約定量を供出できない
場合は，直ちに需給調整市場システムに代替不可の内容を登録（以下，「代替不可申請」という）するとともに，その旨を属地
エリアの一般送配電事業者へ電話等を用いて連絡する。

対応方針案（意見回答、取引規程・ガイドの関連事項見直し）

書面での供出不可理由届出と、システムでの代替不可申請は、両者の必要性が以下のとおり異なるため、規程どおり
両方とも提出・登録いただくこととする。

ただし、「ΔkW約定量供出不可理由届出書」については、提供期間の開始時刻「1時間前まで」に提出いただく必要
性はないと判断したため、「速やかに提出いただく」に取引規程を修正する。

項目 必要性

ΔkW約定量供出不可理由届出書
（様式19）

当該リソースが活用できないことをTSOが把握するため

システムでの代替不可申請 取引会員から調整力が供出されないことをTSOが知り、代替調整力の調達行動をとるため



207 需要家リスト・パターンに関する意見募集結果詳細①

現行案 取引ガイド（事前審査）P.62および取引規程（調整電力量の算定）

【質問・確認】 事前審査時、需要家リスト・パターンが所属する需要バランシンググループ情報を提出
するとあるが、これを必須としない方がよい。また、基準値（調整力供出のベースとなる需要）

は小売電気事業者毎の提出でよいのではないか。 (3件)

項目 取引規程・取引ガイド上の記載

所属する
需要バランシンググループ情報

インバランス算定において需要抑制量を小売事業者の需要実績へ加算するため、
需要家リスト・パターンへ、需要バランシンググループ情報を記載する
（アグリゲーションコーディネータと小売電気事業者の間でネガワット調整金等の契約を
締結される際にご確認をお願い致します。）

基準値
需要リソースが調整を行わない場合の需要バランシンググループ単位かつ30分ごとの需要想
定値

対応方針案（取引規程・ガイドの見直し）

代表契約者制度を採用している事業者さまの影響も配慮し、事前審査時に所属する需要バランシンググループ情
報は求めないこととする（小売電気事業者情報の記載を求める）。また、「基準値の作成」の単位を「需要バランシン
ググループ単位」から「小売電気事業者単位」に変更する。



218 リソース要件・事前審査に関する意見果詳細①

現行案 取引ガイド（事前審査）P.65

性能確認の確認項目のうち応動時間、供出可能量、継続時間、並列可否について、試験成績書または稼働実績データ等の提出
が困難な場合や当該データ等では要件への適合が確認できなかった場合は、性能確認として67スライド以降の実働試験を実施します。

【要望】 試験成績書や実働試験を極力簡略化していただきたい。(2件)

対応方針案（意見回答）

• 需給調整市場への参入にあたっては、商品の要件（応動時間や継続時間）を満たしていることを確認する必要
があり、取引規程に示す性能確認は重要な手続きであることをご理解いただく。

• 事前審査（性能データ確認・実働試験）時に、個々の需要リソースの供出可能量を確認した場合は、当該需要
リソースを組み合わせたパターンについて実働試験が省略できる旨を回答する。

【回答案】
「審査を受ける需要家リスト・パターンに含まれる需要リソースに関して、需要リソース毎の応動実績が確認できれば、当
該需要リソースを組み合わせたパターンについては実働試験は省略することができます」



22９ 情報公開に関する意見詳細①

現行案 取引規程（市況の報告）

第57条 本市場の市況を一般公衆または新聞通信社等に報告する必要がある場合，市場運営者がこれを行う
ものとし，取引会員はこれに類する行為を行うことができない。

【要望】一般公衆へ報告の禁止条項を見直してほしい。(1件)

対応方針案（取引規程・ガイドの見直し）

需給調整市場全体の取引状況の報告については市場運営者が行うが、既に公表されている情報を活用する場合
等、市場運営者が認める場合には取引会員による報告も可能とするよう、規程を修正する。



23

○ 「要望」 82件のうち、広域機関の検討ですでに整理され
ている等、規程の改定対応を行わないものは26件ある。

○ それぞれの詳細は以下のとおりである。

1０ 要望への対応方針

要望82件

主な要望、質問・確認 対応方針案

ペナルティ緩和の「系統起因による出力抑制等」について、取引会員
からの申し出は省略したい（4件）

一般送配電事業者で対象ユニット単位の出力抑制量を把握することは
困難であるため、省略不可とする

家庭用リソースに対しては、パターン変更やペナルティなどの条件を
緩和してほしい (4件)

小規模リソースのアグリゲーターは、国での審議も踏まえつつ、詳細を改め
て検討する方向で整理されているため、現時点では家庭用リソースの市
場参入は対象外と整理されている（小委の整理どおり）

需要リソースのスイッチングが発生した場合は一般送配電事業者から
アグリゲーターに登録変更に必要な情報を通知してほしい (3件)

小売電気事業者とAC間でのネガワット調整金契約の中で整理する内容
であり、一般送配電事業者が取り扱う内容ではないため、契約する小売
電気事業者へ十分な説明をお願いする

需要リソースにて、取引会員間の重複を認めてほしい 明確に供出電力を区別・区分できないため、重複は不可とする

供出開始後の系統起因によるペナルティは1倍でなく、全量免責と
すべき

一般配電事業者においても予見性が無い場合、追加の調整力調達等
の費用が必要となることを踏まえ、ペナルティ1倍とする



241０ 要望への対応方針

主な要望、質問・確認 対応方針案

事前審査の応動実績にて5分ごとに確認する条件を緩和してほしい
調整力には正確な応動が求められ、事前審査において5分単位で全点
確認することが必要（小委の整理どおり）

瞬時供出電力とあるが、瞬時の値ではないため表現を調整供出電力
などに変更すべき

1分値から30分値まで様々な監視間隔のデータをkWとして扱うため、
需給調整市場では「瞬時」との表現を使用する

ペナルティを逸脱に比例した段階的な方式にできないか
調整力には正確な応動が求められるため、±10%を超過した場合は
同一ペナルティとする

ペナルティをリソースの種別や出力値および需要家の特性等を考慮し
た方式にしてほしい

調整力には正確な応動が求められるため、リソース等によらず同等の要件
とする

1,000kW未満の発電機が参入できない内容となっているが、この
下限値を緩和すべき

効率的に周波数制御・需給バランス調整を行うためには、一定規模以上
の電源等であることが望ましいことから、各商品において適切な最低入札
量の設定があり、原案どおりとする（小委の整理どおり）

実働試験における基準値の提出が簡易指令システムで提出可能で
あれば、メール提出を不要としてほしい

簡易指令システムに基準値を提出する機能はあるが、扱えるデータ量に
制約があるため現実的でないことから原案どおりメール提出とする

不適合になった場合の通知は精算のタイミング（2か月後）に一括で
はなく、不適合が確認される都度通知してほしい

大量のデータを取り扱うため、都度通知が困難であるため、基本的には
翌々月の精算時に通知する

ΔkWの商品ブロックについて、毎時毎に3時間の商品ブロックとすべき
品質面・経済性等の観点から3時間×8ブロックで小委にて整理されてい
る。提案では必要量算定にて予測誤差の大きい時間帯の影響が長時間
に及び必要量の増大が懸念されるため、原案どおりとする

ΔkWの区分にて「電力消費量を減少させる」はＤＲのみが対象で、
揚水動力は含まないことを明記すべき

揚水発電機が動力運転中に消費電力量を減少させることで上げ調整力
を提供する場合も考えられ、明記しないこととする

取引停止となった場合も、原因となったリソースを取り除けば、性能
確認、実働試験を免除されるようにしてほしい

アセスメント不適合により取引停止となった場合は、調整力としての実働
状況に難があると判断できるため、実働試験において性能確認を行う

需給調整市場システムへの「代替不可申請 登録」により「代替不可
申請 連絡」は省略してほしい

調達量が不足した場合には、追加で確保する必要があるため、連絡は省
略不可とする

単価登録にマイナス値を登録することは可能か。不可能であれば登録
できるようにしてほしい。

需給調整市場システムの仕様上、マイナス値登録は不可となっているため、
マイナス登録はできない。将来の対応を必要に応じて検討する

電源Ⅱ契約の無いリソースに対して、ゼロ指令時のｋＷｈ精算を
省略してほしい

実態として、少量ながらも発電計画および基準値と実績との差分は発生
するため、精算省略できない



25（参考）国の検討に関連する意見

項目 意見 審議会等の検討状況

単価
設定の
考え方

【質問・確認】 「一般的な発電原価から著しくかい離した水準と認められる価格での応札」とあるが、著しくかい
離とは具体的にはどういった意味か。
【質問】 ΔkW単価を極端に安く、kWh単価を高く設定する場合が想定されるが、対策はどのように考えている
か？
【質問・確認】 禁止行為のうち、一般的な発電原価から著しくかい離した水準と認められる価格形成とは、
JEPXの取引規程で禁止行為として定められている水準と同程度か？
【質問・確認】 取引規程には一般的な発電原価から著しく乖離した水準と認められる価格形成が禁止と規
定されているが、需要BG内の自家発電機を活用して下げDRで調整力を提供する場合は、kWh単価は自家
発電機燃料費やネガワット調整金等を考慮した設定にしてもよいか？
【要望】 需要家リスト・パターンの場合のV1、V2の単価の設定方法の考え方、ガイドライン等を定めていただき
たい。

• ΔkW価格、kWh価格と
もに、十分に競争的な状
況であれば自由な価格設
定を認める

• kWh価格変更期限は
GCまで可能とする
（余力として活用される
電源以外は今後検討）
【制度設計専門会合】電力量

単価の
変更
時期

【質問・確認】 「調整力公募についても、（中略）、需給調整市場システムにV1、V2等の
単価の登録をしていただく方法に変更する予定」との記載があるが、変更時期はいつを予定して
いるか。また、調整力公募のV1、V2等単価の変更期限いつまでとなるか。調整力公募と三次
調整力②の変更期限は同じタイミングとなるのか。

売買
手数料

【要望】売買手数料は、既存の電源だけでなくアグリゲーター等の新規参入者の事業性も踏ま
えた水準としていただきたい。

• 今後の扱いは国と調整要

その他

【要望】 需給調整市場開設前までに発電リソースのアグリゲーションを認めて欲しい。発電
リソース及び需要家設備が混ざるパターンも認めて欲しい。
【要望】 小規模リソース（家庭用蓄電池やV2H）のポジワットをVPPに活用できるよう制度
化を希望します。

• 調整力公募ガイドライン
考え方の整理などを行い、
まずは電源Ⅰ’での活用か
ら検討する方向
【制度設計専門会合】

○ いただいた意見のうち、国の検討に委ねられるものは、審議会等での議論を踏まえ対応することとしたい。



26（参考）「単価設定の考え方」「電力量単価の変更時期」に関する検討の方向性

第43回制度設計専門会合
（2019.11.15）資料5より抜粋



27（参考）その他「逆潮流アグリゲーションの取扱い」に関する検討の方向性

第43回制度設計専門会合
（2019.11.15）資料6より抜粋



281１ 今後のスケジュール

▼
9/5
9/12
参入者向け
説明会
（三次②）

工事・審査・契約締結スケジュールは
工事要否（簡易指令システム、専用線オンライン）
等により工事施工期間が異なります。

▼
4/1
市場参入
申込開始
（三次②）

参入者準備期間 工事・審査・契約締結等

9/5~10/4
取引規程等
意見募集期間

意見募集回答作成・
取引規程等織込

▼
4/1
市場開設
（三次②）

9月中
需給調整市場システム
操作説明会

▼
1月
公表

▼12/23
需給調整市場
検討小委員会

意見募集
回答公表

取引規程
取引ガイド他

▼12/4
細分化作業会

○ 今回の説明会・意見募集の結果報告について、12月23日の需給調整市場検討小委員会で
報告後、1月に「意見募集の回答（一覧表）」とともに「取引規程」「取引ガイド」等の修正版
を公表する。


